
- 1 - 

 

田辺市建設工事等競争入札執行要領 

 

 

市が発注する建設工事等の競争入札に参加できる者は、単体企業及び特定建設工事共同企業体（共

同企業体の場合は構成員を含む。以下同じ。）であって、入札書を提出する時点から契約締結する時

点までの間、市が発注する建設工事の入札参加資格を有し、かつ、工事ごとに定める入札参加資格要

件を満たすものであること。なお、入札にあたっては、次の要領で行うこととする。 

 

１ 仕様書等の閲覧 

（１）仕様書等の閲覧は、通知書指定の場所又は田辺市入札情報システム（以下、「入札情報システ

ム」という。）にて行うこと。 

（２）仕様書等について疑義があるときは、関係職員の説明を求めることができる。 

（３）現場説明会については、必要がある場合のみ開催するが、何らかの理由により当該説明会に参

加できない場合は、事前に入札執行者へ通知しなければならない。 

 

２ 入札時間の厳守 

（１）入札参加者は、入札の日時を厳守しなければならない。 

（２）指名による入札参加者は、特別な事情があり入札に参加できない場合は、必ず事前に入札執行

者へ通知しなければならない。 

 

３ 入札方法及び条件等 

（１）入札にあたっては、入札書を入札に付する事項ごとに作成し、記名押印（電子入札にあっては、

入札者の電子署名又は当該電子署名に係る電子証明書。以下同じ。）の上、入札執行者に自ら提

出しなければならない。 

（２）代理人が入札する場合は、委任状を入札前までに代理人が持参して提出すること。なお、この

場合の入札書には、入札者の住所、氏名欄に、本人の住所、氏名（法人の場合はその名称又は商

号及び代表者の氏名）を記載（本人又は代表者の印は不要）し、「上記代理人」と代理人である

ことの表示及び「代理人の氏名」を記載して当該代理人の押印をすること。 

（３）入札は、総価においてすること。 

（４）入札書の入札金額は訂正することができない。 

（５）入札書及び工事費内訳書等（以下「入札書等」という。）の提出後は、いかなる理由があって

も、入札書等の書換え、引換え、撤回をすることができない。ただし、郵便入札においては、入

札書等の郵送後も所定の手続を経た辞退を認めることとする。 

（６）入札書には、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

消費税及び地方消費税を除いた金額を記載するものとする。 

（７）工事入札における入札書の提出の際には、工事費内訳書に所要事項を記載の上、入札執行者に

提出しなければならない。ただし、再度入札においては、工事費内訳書の提出を要しない。 

（８）入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等に

抵触する行為を行ってはならない。 

（９）入札を希望しない場合には、入札書等の提出に至るまでは、入札を辞退することができる。な

お、指名競争入札における入札辞退の意思表示は、口頭でも可とする。（辞退届は、不要とする。）

ただし、入札辞退の意思表示の無い辞退が複数回続いた場合は、その後の指名を行わない場合が

ある。 

（10）入札公告及び指名通知（以下「入札公告等」という。）の日から入札期間が始まる日までの間

に、入札情報システムに掲載した設計図書等の内容に変更が生じた場合は、その都度、掲載して

いる書類を変更し、変更箇所を記載した書面とともに入札情報システムに掲載するものとする。

そのため、入札書提出前には、必ず入札情報システムを確認すること。 
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（11）設計図書等に対する質問は、別に定める質問書により受け付けるものとし、入札公告等の日か

ら入札期間が始まる日までの間のうち、原則として３日間（休日等は含まない。）受付期間を設

定するものとする。質問に関する回答は、受付期間が終了した日から入札期間が始まる日までの

間に入札情報システムにより公表するものとする。受付期間、受付方法及び回答方法等の詳細は、

入札公告等において定めるものとする。ただし、本号は、予定価格500万円未満（税込）の工事

については、適用しない。 

 

４ 入札の延期又は取り止め、１者入札の取扱い等 

（１）天災地変その他やむを得ない事由が生じた時は、入札を延期又は取りやめることとする。事前

に入札を延期し又は取りやめることを決定した場合は、開札日の前日の午後５時までに入札情報

システム、市契約課ホームページ、又は市公式ＳＮＳ等で公表する。ただし、急を要する場合は

この限りでない。 

（２）一の入札について、入札者が１人のとき（以下「１者入札」という。）は、入札を取りやめるこ

とができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、１者入札の場合においても入札を

執行するものとする。なお、その場合は、入札公告等において、１者入札においても入札を執行

する旨の記載を行うものとする。 

ア 災害復旧工事等において、特に緊急を要する場合 

イ 事業の目的が災害対策等であり、かつ、事業の遅延により特に市民生活等に大きな影響を与

えると認められる場合 

ウ 今後、入札条件や仕様等に変更する余地が無く、入札時期の変更も難しいと認められる場合 

 

５ 入札の無効 

次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

（１）入札に参加する資格のない者がした入札 

（２）委任状を持参しない代理人がした入札 

（３）所定の日時までにされなかった入札 

（４）同一事項の入札について、入札者又は代理人が２以上の入札をした場合のそのいずれもの入札 

（５）代理人が２人以上の代理をした場合のそのいずれもの入札 

（６）入札者が同一事項の入札について、他の入札者の代理をした場合のそのいずれもの入札 

（７）明らかに談合その他の不正な行為によってされたと認められる入札 

（８）入札者の記名押印、代理人が入札する場合の代理人の記名押印を欠いた入札書による入札 

（９）金額を訂正した入札書による入札 

（10）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札書による入札 

（11）工事費内訳書が提出されなかった入札 

（12）提出された工事費内訳書の内容に不備（入札者又は代理人の記名押印の欠如、工事件名の誤記、

入札金額と工事費内訳書の総額の相違、総額の記載のみで内訳の記載がない場合等。）がある入

札 

（13）入札書又は郵便入札や電子入札における紙による入札の封筒に所定の記載がなく、又は誤った

記載（誤字、脱字等軽微なものを除く。ただし、入札参加の意思表示に疑義を生じさせる等有効

と取り扱うことに支障があるものは、この限りでない。）をしたことにより、意思表示が不明瞭

な入札 

（14）入札公告等で定めた提出方法によらない入札のほか、市が特に認めた提出方法によらない入札 

（15）その他入札に関する条件に違反した入札 
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６ 入札の失格 

（１）予定価格を事前公表した入札において、事前に公表した予定価格を上回る入札をした者は、失

格とする。 

（２）最低制限価格が設定された入札において、最低制限価格未満の入札をした者及び再度の入札に

おいて、前回の入札の最低価格以上の入札をした者は、失格とする。ただし、入札執行者が当該

入札会場において、最低制限価格を公表せず、当該入札が不調・不落であることを宣告した場合

は、その限りでない。 

 

７ 再度入札 

（１）開札の結果、落札候補者決定に至らない場合は、直ちに当該入札への参加者をもって再度入札

を実施する。ただし、電子入札及び郵便入札については、この限りではない。この場合、再度入

札資格者が１人になった場合は、入札を打ち切ることができる。 

（２）次に該当する入札をした者は、再度入札に参加できない。 

  ア 「５ 入札の無効」の（１）から（７）まで及び（11）のいずれかに該当する入札をした者 

  イ 「６ 入札の失格」の（１）及び（２）のいずれかに該当する入札をした者 

 

８ 落札候補者の決定方法 

（１）最低制限価格の設定がない場合 

   予定価格の範囲内で、最低価格入札者を落札候補者とする。 

（２）最低制限価格の設定がある場合 

予定価格の範囲内で最低制限価格以上の入札をした者のうち、最低価格入札者を落札候補者と

する。 

（３）低入札価格調査制度による調査基準価格の設定がある場合 

  ア 予定価格の範囲内で、調査基準価格未満の入札をした者がない場合は、最低価格入札者を落

札候補者とする。 

  イ 予定価格の範囲内で、調査基準価格未満の入札をした者がある場合は、落札候補者の決定を

保留し、建設工事においては「田辺市低入札価格調査による失格判定基準」、一部の業務委託

においては「田辺市測量設計等委託業務の審査に係る失格判定基準」（以下、「失格判定基準」

という。）に基づく調査を行った上で、落札候補者の可否を決定する。 

  ウ 調査は、調査基準価格未満の入札をした者が、２人以上あるときは、最低価格入札者から順

に行う。調査対象者となるべき価格と同価格の入札をした者が２人以上あるときは、その時点

で調査順位についてくじ引きにより調査対象者を決定する。 

エ 調査に際しては、以下のとおり別に定める低入札価格調査報告書の提出を求めるものとする。 

（ア）入札者の面前で入札及び開札を行う入札（以下「面前入札」という。）の場合は、入札会場

にて当該報告書の提出を求める。提出がされない場合は、調査対象者を失格とする。 

（イ）電子入札及び郵便入札の場合は、入札書等の提出と同時に提出を求める書類については、

入札公告等により指定する。それ以外の書類については、調査対象者になった時点で、即時、

期限を定めて提出を求めるものとする。入札公告等により指定した書類が提出されていない

場合、調査対象者に対して提出を求めた書類が期限までに提出されない場合は、調査対象者

を失格とする。 

オ 調査者は、失格判定基準にある失格基準比率表等による失格の場合は、所定の手続きを経て

調査対象者を失格とする。 

カ 調査者は、失格判定基準にある書類調査による失格判定基準に該当する項目があると認めた

ときは、調査の結果及び意見を記載した書面を作成し、工事入札資格審査委員会（以下「資格

審査委員会」という。）に諮るものとする。資格審査委員会の意見が調査者の意見と同一であ

った場合は失格とする。資格審査委員会の意見が調査者の意見と違う場合は、資格審査委員会

の意見を尊重し、落札候補者の決定にかかる所定の手続きを行うこととする。 
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キ 調査対象者が失格となった場合は、次順位者を調査対象者として調査を行い、落札候補者が

決定するまで調査を継続するものとする。ただし、調査対象者が無くなった場合は、本号アの

規定によることとする。 

（４）落札候補者の辞退 

落札候補者の辞退は、原則認めない。ただし、次の各号に掲げる場合は、この限りでない。な

お、辞退を認めた場合は、当該落札候補者の入札を無効とし、次順位者を落札候補者とする。 

ア 電子入札及び郵便入札において、工事等の開札が同日に複数件行われ、複数件の落札候補者

となった場合は、辞退を認めるが、その取扱いは次の各号に掲げるとおりとする。 

（ア）同工種の場合は、原則として入札公告等に定める開札予定時間（以下「開札予定時間」と

いう。）が最も早いものから順に落札候補者となるものとする。なお、開札予定時間が同じ

ものについては、予定価格が最も高いものから順に落札候補者となるものとする。 

（イ）複数工種の場合は、開札予定時間にかかわらず希望する工種を選択することができるもの

とする。この場合において、選択した工種が複数件あるときは、当該工種の開札予定時間が

最も早いものから順に落札候補者となるものとする。 

（ウ）正当な理由があり、前２号の順によらない落札を希望する場合は、落札候補者辞退届（任

意様式）に理由を明記し、市が認めた場合にのみ変更は可能とする。ただし、正当な理由と

認められない場合は、他の落札候補者案件も含めて無効の措置をとる場合がある。 

イ その他正当な理由があると認められる場合 

 

９ くじによる落札候補者の決定 

落札候補者となるべき価格と同価格の入札をした者が２人以上あるときは、くじ引きにより落札

候補者を決定する。この場合、くじの対象者となった入札者は、「３ 入札方法及び条件等」の（５）

によりくじ引きを辞退することはできない。 

 

10 落札決定の方法 

（１）「８ 落札候補者の決定方法」に基づき決定した落札候補者は、落札予定日の午後５時までに

次に掲げる技術審査資料を提出し、審査を受けるものとする。 

  ア 現場代理人等通知書（業務委託契約の場合は主任技術者届） 

  イ 主任（監理）技術者の資格証の写し 

ウ 現場代理人及び主任（監理）技術者の経歴書（業務委託契約の場合は主任技術者のもののみ） 

  エ 現場代理人及び主任（監理）技術者の常勤性が確認できる書類（業務委託契約の場合は主任

技術者のもののみ） 

  オ 手持ち工事の技術者配置状況一覧（業務委託契約の場合は不要） 

  カ その他、市が審査に必要と認めた書類 

（２）前号の技術審査により落札決定に必要な要件を満たしていると確認した場合は、当該落札候補

者を落札者と決定する。 

（３）本項（１）の技術審査により落札決定に必要な要件を満たせない場合は、当該落札候補者の入

札を無効とし、次順位者を落札候補者として審査を行い、以降、落札者が決定するまで同様の手

続きを行う。 

（４）入札結果及び落札者の公表は、落札決定後に公表する。 

 

  



- 5 - 

 

11 前払金及び中間前払金 

（１）契約金額が１件 300万円以上の工事又は業務委託で公共工事の前払保証事業に関する法律に基

づき登録を受けた保証事業会社と保証契約をした者については、契約金額（複数年度に及ぶ場合

は一会計年度の出来高予定額。以下この条において同じ。）の 10分の４（調査・測量・設計等の

業務委託契約の場合は契約金額の 10分の３）以内の前払金を請求することができる。 

（２）前号に加えて、工期（複数年度に及ぶ場合は一会計年度の工期。以下この条において同じ。）の

２分の１を経過し、工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべき工事が行われてお

り、当該工事の進捗額が契約金額の２分の１以上の額に相当している場合は、保証事業会社の保証

を条件に契約金額の20％を上限に中間前払金を請求することができる。 

（３）前払金及び中間前払金の支払における限度額は、設けないものとする。ただし、前払金希望の

有無の意思表示は、契約締結後 10 日以内に行うものとし、後日その意思表示の変更はできない

ものとする。 

 

12 契約保証 

（１）落札者は、契約金額が１千万円以上の契約（調査・測量・設計等の業務委託契約の場合は契約

金額が２千万円以上の契約）について、次に掲げるいずれかの保証を付さなければならない。 

  ア 契約保証金の納付 

  イ 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

ウ 債務不履行により生じる損害金の支払いを保証する銀行、市が確実と認める金融機関の保証 

  エ 債務不履行により生じる損害金の支払いを保証する公共工事の前払金保証事業に関する法

律に基づき登録を受けた保証事業会社の保証 

  オ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

  カ 債務不履行により生じる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

（２）前号の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、請負金額の10分の１（ただし、

低入札価格調査を実施した場合は10分の３）以上としなければならない。 

 

13．その他必要事項 

（１）落札者は、入札執行者から交付された契約書に落札決定の日から７日以内に記名押印し、提出

しなければならない。落札者がその延期を申し出た場合において、特別の事情があると認めたと

きは、この期間を延長することができる。 

（２）市議会の議決を要する契約については、仮契約書を締結することとし、市議会の議決があった

ときに、契約が確定する。 

（３）落札者は、落札決定後直ちに消費税及び地方消費税に係る課税事業者又は免税事業者である旨

を入札執行者に申し出るとともに、課税事業者届出書又は免税事業者届出書を提出しなければな

らない。 

（４）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）により、分別解体等

及び再資源化等が義務付けられている工事については、落札者は、工事の施工に関する次の事項

を記載した書面を提出すること。 

  ア 解体工事に要する費用 

  イ 再資源化等に要する費用 

  ウ 分別解体等の方法 

  エ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

（５）落札者は、契約書締結の際、建設業退職金共済組合発注者用掛金収納書を提出しなければなら

ない。 

（６）落札決定後、契約の日までの期間に、落札者（共同企業体の場合は、構成員を含む。以下同じ。）

が、田辺市建設工事等契約に係る指名停止等措置要領（以下「工事等指名停止等措置要領」とい

う。）の第４条第１項に該当したときは、契約を締結しないものとする。 
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（７）仮契約後、本契約の日までの期間に、落札者が、工事等指名停止等措置要領の別表第２第１項

から第４項までに該当し入札参加資格停止となったとき、談合等による損害賠償請求を発注者か

ら受けたとき、田辺市建設工事等入札参加資格を取り消されたとき又は市が契約相手方として不

適当と認めたときは、仮契約を解除する。 

（８）前２号の場合において、市は、落札者に対し、何らの責任を負わないものとする。なお、この

場合は改めて入札を実施するものとする。 

（９）入札室内において、携帯電話を私用するなど、入札の適正な執行に支障をきたす行為をした者

については、退室を命じ、その者の入札を無効とすることがある。 

（10）入札室内に入室できるのは、１者につき１名とする。（ただし、共同企業体等による入札につ

いては、共同企業体等の構成員１者につき１名までとする。） 

（11）面前入札は、入札書の提出に際して封筒を要しない。 

（12）業務委託及びその他の入札に際しては、本要領を準用する。 

 

 

附則  

この要領は、平成16年11月１日から施行する。 

附則  

この要領は、平成24年１月４日から施行する。 

附則  

この要領は、平成24年２月１日から施行する。 

附則  

この要領は、平成25年６月１日から施行する。 

附則 

 この要領は、平成26年４月１日から施行する。 

   附則 

 この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

   附則 

 この要領は、平成31年１月４日から施行する。 

   附則 

 この要領は、令和２年４月15日から施行する。 

   附則 

 この要領は、令和２年６月１日から施行する。 

   附則 

この要領は、令和３年10月１日から施行する。 

   附則 

 この要領は、令和５年６月１日から施行する。 

   附則 

 この要領は、令和７年６月１日から施行する。 

 


